
【管理運営状況公表様式】
平成２０年度　県営住宅等（むつ地区）の管理運営状況
	県所管課
	下北地域県民局　地域整備部

	指定管理者
	野村建設　株式会社
　代表者　野村　みさを　

	指定期間
	平成１８年４月１日～平成２１年３月３１日


１　管理業務の実施状況
	業務区分
	概　　　要

	入居及び退去に関すること
	入居者の募集、申込み受付・問合せ対応、入居者資格予備審査、抽選の実施、入居予定住戸の修繕、その他の入居手続、退居手続、退居検査、敷金等の返還手続等を行った。

	収入認定に関すること
	申告用紙の配布・回収、申告書の予備審査、収入認定通知書の発送等を行った。

	滞納家賃等の収納、納付指導に関すること
	納入通知書配布、納入通知書再発行、未納通知書の発送、滞納家賃等の現金収納、納付指導の補助等を行った。

	駐車場の管理に関すること
	募集案内、問合せ対応、駐車場利用承認申請書等の受付、予備審査、パトロール業務等を行った。

	維持修繕及び保守点検に関すること
	管理施設の経常的修繕、空家修繕、保守点検（防災設備、遊具、樹木等）を行った。


２　管理施設の利用状況
	利用指標
	年　度
	計　画
	実　績
	計画対比
	前年度対比

	県営住宅等家賃及び

駐車場使用料

現年度分収納実績額
	Ｈ１７
	
	54,252千円
	（指定前の実績）

	
	Ｈ１８
	
	52,514千円
	
	９６．８％

	
	Ｈ１９
	
	52,150千円
	
	９９．３％

	
	Ｈ２０
	
	51,839千円
	
	９９．４％

	県営住宅入居率
	Ｈ１７
	
	９８．７％
	（指定前の実績）

	
	Ｈ１８
	
	９８．７％
	
	＋０．０％

	
	Ｈ１９
	
	９８．１％
	
	－０．６％

	
	Ｈ２０
	
	９８．６％
	
	＋０．５％

	
	

	県営住宅等家賃及び駐車場使用料の現年度分収納実績額は年々減少しているが、収納率で見ると、平成１８年度は９９．９％、平成１９年度および平成２０年度は１００％の収納実績を上げている。

県営住宅入居率については、退去者の発生により数値が上下しているだけであり、常時空き家となって対応に苦慮している住戸はない。


３　評価結果
	評価項目
	指定管理者自己評価
	県所管課

	
	
	評価
	コメント

	①サービスの維持・向上に向けた取組みが適切に行われているか。
	Ｂ
	Ｂ
	接客マナーの向上に留意し適切な業務を実施している。また、継続的な管理業務の質の向上のため、ＰＤＣＡマネジメントサイクルを導入し適切な業務執行に努めている。

	②利用促進に向けた取組みが適切に行われているか。
	Ｂ
	Ｂ
	広報誌、ＨＰ等により地域住民に対し空き家情報等の発信を適切な時期に行っており、施設の利用が十分になされている。ただし、特定公共賃貸住宅の空家解消が課題である。

	③施設、設備及び備品の維持管理及び修繕が適切に行われているか。
	Ｂ
	Ｂ
	品質とコストを意識しながら、施設の維持管理及び修繕を適切に行い、管理施設の環境向上を図っている。また、各種法定点検についても適切な時期に行なっている。

	④緊急時の対応・安全管理などの危機管理が適切に行われているか。
	Ｂ
	Ｂ
	定期的なパトロールのほか、緊急時連絡体制を構築し、管理人や自治会等と緊急時対応や安全対策について協議を行っている。

	⑤指定管理料が適正に執行されているか。
	Ｂ
	Ｂ
	人件費の自社持ち出し分はあるが、月次報告等での指定管理料の執行状況には特に問題はなく、自主施工による経費節減を図っている。

	⑥成果目標達成のための努力が行われ、成果が上がっているか
	Ｂ
	Ａ
	入居率は高水準を維持しており、空家解消に苦慮している住戸はない。

今年度の家賃等収納状況についても現年度収納の未済がない。

	⑦個人情報の保護に対する体制の構築・取組を行っているか
	Ｂ
	Ｂ
	情報公開要綱を独自に定め、個人情報保護教育及び研修会等にも積極的に参加しており、担当者の意識向上を図っている。

	総合評価
	Ｂ
	Ｂ
	関係法令を十分に理解している。業務に対して管理業務仕様書を遵守し真摯に取り組んでおり、適正かつ良好な管理運営状況である。


○評価基準

Ａ（優）：適正であり、優れた実績をあげている

Ｂ（良）：適正である

Ｃ（可）：概ね適正であるが、一部改善を要する
Ｄ（不可）：改善や更なる取組が必要
















